
*キーワーズ：地球環境問題、総合交通計画、EST 
**非会員、修(環境)、中部日本放送株式会社 
***正員、博(工)、名古屋大学大学院准教授 環境学研究科 

都市環境学専攻 
****学生員、学(工)、名古屋大学大学院 環境学研究科 

都市環境学専攻（〒464-8603 名古屋市千種区不老町、 
TEL 052-789-3828、FAX 052-789-1454、 
E-Mail: htanida@urban.env.nagoya-u.ac.jp）

脱温暖化社会を目指した地域類型別交通施策パッケージ提案手法* 

A Methodology for Proposing Transport Policies to Contribute to the Low Carbon Society  
fit to Each Regional Characteristics* 

 

 

郷智哉**・加藤博和***・谷田一**** 
By Tomoya GO**・Hirokazu KATO***・Hajime TANIDA**** 

 

 

１．はじめに 

 

日本における2005年度のエネルギー起源CO2排出量1
2億300万トンのうち21.4％が運輸部門を起源とする（環

境省発表）。運輸部門CO2排出量はここ数年、自動車の

燃費向上などによって横ばいになっているものの、自動

車走行の増加に伴い、1990年比で18.1％増加した。これ

は他の国々にも共通する傾向である。近年先進諸国では

CO2排出削減を主な目的としたEST（Environmentally
 Sustainable Transport:環境的に持続可能な交通）へ

の関心が高まり、様々な取り組みが行われている。 
しかしながら、日本においては、ESTへの取り組みの

現状は極めて限定的で不十分である。人口減少・少子高

齢化という社会情勢下にあっても、自動車利用の絶対量

はさらに拡大することが懸念される。さらに、脱温暖化

社会実現の条件とされる全球平均気温上昇の産業革命前

比+2℃上昇への抑制を達成するために、2050年におけ

るCO2排出量は1990年比で60～80％減という大幅な削

減が必要と見込まれる1)。運輸部門でこの目標に対応し

ようとすると、今後見込まれる自動車の車両・エネルギ

ー技術の向上だけでは実現できないと考えられる。その

ため、交通活動を変化させる施策の検討が急務となって

いる。 
運輸部門におけるCO2排出削減目標達成に関する具体

的な検討事例として、中村ら2)は、バックキャスティン

グアプローチによって施策実施目標値を設定することで、

単一施策に頼っての目標達成が困難であることを明らか

にしている。また、松橋ら3)は全国OD調査を用いて自動

車交通起源の市区町村別CO2排出量を算出し、全国一律
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での削減策実施だけではなく地域特性に応じた対策の実

施が必要であることを示唆している。 
 これらの既往研究を踏まえ、本研究では、地域内旅客

交通を対象に、大幅な排出目標達成を実現するために導

入が必要でかつ実現可能な交通体系を、地域特性に応じ

て選定する方法論を構築することを目的とする。そのた

めに①施策実施による CO2 排出量削減効果の地域特性

による違いを定量的に表現する方法を開発し、②その地

域特性を用いて全国を生活圏の単位で類型化する。さら

に、③類型ごとに実施可能でかつ CO2 排出量削減効果

の高い EST 施策パッケージを提案する。図 1 に、本研

究のフローを示す。 
 

２．地域特性に応じた各輸送機関のCO2排出原単位特定 

 
EST施策には様々なものがある。特に、前述の削減目

標を達成するために不可欠となる、大きなCO2排出量削

減効果の期待できる施策として、対象地域の幹線交通区

間にLRT、BRT、AGTなどを整備し、それを軸とした

様々な施策パッケージの併用によって、公共交通中心の

輸送体系に変更していくことが考えられる。そこで本研

究では、新たな輸送機関の導入が削減効果を有するかど

うかを地域特性に応じて検討するモデルを構築する。 
 
（１）ライフサイクル排出原単位の定義 

 新たな輸送機関の導入に伴うCO2排出量変化要因とし

て、1）インフラ整備による追加的排出、2）自動車利用

図１ 本研究のフロー 
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から新規路線利用へのシフトによる排出削減、を見積も

る必要がある。 
 そこで、交通手段 k のライフサイクル CO2 排出原単

位ek［g･CO2/人km］を（１）式で定義する。 
run
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走行起源の排出原単位 run
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Nk は、当該路線における需要量 Tk を運行本数 nk で

除して算出することができる。言い換えると、 run
ke は

Tk と nk の関数となる。具体的には長田ら 4)が現存路線

のデータから定式化したTkとnkの関係式を適用する。 
 
（２）需要量と地域特性との関係 
整備後に期待される需要量 Tk と地域特性との関係を

明らかにするため、現存路線におけるデータを用いて分

析する。図２は、国内の路面電車や AGT、モノレール

について、沿線都市の DID 人口密度と輸送密度の関係

を示したものである。本研究では、ここで示された相関

関係を、需要量と地域特性（DID 人口密度）の関係と

して用いる。 
 
３．輸送機関の導入可能性と地域特性との関係 

 
 ２章の分析により、地域特性に応じてライフサイクル

CO2 排出量が小さい幹線輸送機関を選定することが可能

となった。しかし、CO2 排出量が最小であっても実際に

導入できるかどうかは、路線の採算性や輸送機関ごとの

輸送力の限界を考慮して決定する必要がある。本章では、

これらを定量的に明らかにすることにより、地域特性に

よって実施可能な幹線輸送機関を特定する。 
 
（１）採算性と需要量との関係 

図３は、平成 16 年度鉄道統計年報に基づき、営業係

数（営業収支率）と輸送密度による国内鉄道事業者の散

布図を示したものである（路線分類は鉄道統計年報に従

う）。 
 これより、輸送密度 3,000 人/km を下回ると収支均衡

が保てなくなり、2,000 人/km 以下では営業係数が 150
を上回る事業者が続出する。輸送密度 3,000 人/km 以下

の路線のほとんどが、沿線地方自治体や国の補助がなけ

れば維持できず、平成 16 年度以降も廃線が相次いでい

る。そこで、3,000 人/km を欠損補助を前提としない

（運賃採算のみの）路線維持に必要な輸送密度の基準と

して考える。 
 
（２）各公共交通機関の輸送力の限界 

 選定される輸送機関が朝夕ピーク時の需要に対応でき

るかどうかを確認するため、その輸送力を算出する。結

果を表１に示す。この値は、輸送機関ごとに設定された

車両定員、１編成あたり車両数、最大混雑率、ピーク時

運行本数（最小運行間隔を設定することにより算出）を

乗じて算出したものである（各値は長田ら 4)による仮定

を使用）。 
一方、ピーク時の需要は加藤ら 5)による方法を用いて
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算出する。輸送機関のピーク時輸送力はこの値を上回っ

ている必要がある。表１では、各輸送機関のピーク時輸

送力とそれによって対応可能な最大対応輸送密度を示し

ている。 
 本章での採算性および輸送力の検討、２章での沿線都

市のDID人口密度と輸送密度の関係分析より、各輸送機

関が導入可能な地域の条件をDID人口密度によって設定

することができる（表２）。各輸送機関の採算性限界お

よび輸送力限界となるDID人口密度の値は、図２より得

られた関係式の輸送密度に表１で示した最大対応輸送密

度を代入することにより得られる。ここで、LRTやBR
Tについては将来目指すべきESTの軸となる輸送機関の

導入を念頭に、モノレール・AGT並みの速度・運行本

数を仮定している。 
以上の分析のまとめとして、図４に、DID人口密度に

応じた、実施可能でCO2排出が小さくなる幹線輸送機関

を示す。これより、路線採算性限界以下の地域では、新

規に輸送機関を整備するのは不適であり、自動車対策の

充実や既存バス路線の活性化が必要となる。また、ライ

フサイクルCO2（LRT:新規整備）>CO2（鉄道:走行起源

のみ）である地域では、新規路線整備よりも既存路線を

改良して活用するほうが相対的にCO2排出は小さい。そ

れ以外の地域ではLRTが最もCO2排出が小さくなるが、

輸送力の限界を考慮すれば、他の交通機関を整備するほ

うが適切であることがわかる。 
 
４．都市雇用圏単位での地域類型化 

 

 各地域の交通体系は、市区町村単位を越えた生活圏の

範囲で、その地域の状況に応じて形づくられている。多

くは、経済的・社会的な連携が深い生活圏内において、

中心都市とその郊外地域を結ぶかたちで成立している。

したがって、EST 施策の検討においては、生活圏の範

囲を単位として扱うのが適当である。そこで、生活圏を

設定し、その規模や人口などの空間指標、および輸送体

系の現状を示す指標を用いて類型化を行う。 

  

（１）都市雇用圏の設定 
 ここでは、まず生活圏の中心都市を選定し、その都市

に依存する生活圏の範囲を定義する。中心都市以外の郊

外地域は、そこが属する中心都市で選定された交通体系

に従うものとする。 
生活圏の設定方法は様々な提案があるが、ここでは金

本ら6)による「都市雇用圏」を用いる。この定義では、

雇用に着目して中心都市と郊外都市を設定している。交

通体系を形づくる最も基本的な要素は、通勤・通学によ

る人の動きであり、その多くが中心都市内もしくは郊外

から中心都市へのものであることを考えると、本研究の

ように、まず幹線区間の輸送手段を選定するアプローチ

において、都市雇用圏の適用は有効であると考える。 
 

（２）主成分分析による指標の集約化 
都市雇用圏により抽出された中心都市（296市区町村、

東京23特別区）の①人口規模やDIDに関する指標、②交

通活動に関する指標を用いて地域を分類するために、主

成分分析を用いて指標の集約を行う。 

①の人口関連指標より得られた第1主成分を、DID地

区の集中度が高く一定の人口集中を示すものとして「人

口集中性」軸と名づける。また、②の交通関連指標から

得られた第1主成分を、鉄道やバスなどの公共交通整

備・利用の充実度や、自動車依存の低さを示すものとし

て「公共交通指向性」軸と名づける。 

 これら2つの指標を軸にとり、中心都市をプロットし

た散布図を図５に示す。この図より、中心都市の人口集

中性と公共交通指向性との間には高い相関があることが

わかる。東京都の区部など、公共交通指向性が強くかつ

人口集中が著しい地域は図の右上に分布する。一方で、

多くの地方都市のように交通体系が自動車に強く依存し

ており、土地利用が拡散傾向にある地域は図の左下に分

布している。しかし、一部の中心都市はこの傾向から外

表２ DID人口密度と導入可能な幹線輸送機関との関係

採算性限界（min） 輸送力限界（max）

モノレール 3,600 22,600
AGT 3,600 11,800
LRT 3,600 10,400
GWB 3,600 6,800
BRT 3,600 6,800
鉄道 3,600 30,000

輸送機関
ＤＩＤ人口密度（人/km

2
）

 

表１ 各輸送機関の最大輸送力の推計結果 
ピーク時輸送力 最大対応輸送密度

人/h（片道） 人/km

モノレール 17,100 72,000
ＡＧＴ 7,800 33,000
ＬＲＴ 6,750 28,000
ＧＷＢ 3,700 15,000
ＢＲＴ 3,700 15,000
鉄道 23,400 99,000

輸送機関
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れている。そこで、図５に示すように、中心都市を

「Ⅰ：集中・公共交通型」、「Ⅱ：分散・公共交通型」、

「Ⅲ：分散・自動車依存型」、「Ⅳ：集中・自動車依存

型」の4つに分類する。 
 
５．地域類型に応じたEST施策パッケージの提案 

 

 ４章で示した中心都市の分類、および２、３章におけ

る幹線輸送機関整備によるCO2排出削減量と実施可能性

の検討結果（図４）を用い、地域特性に応じて実施可能

で最小の交通体系を選定する。表３に中心都市のうちDI
D人口5万人以上のものについて選定結果を示す。目指

すべき交通体系として新規LRT・BRT整備が選定され

た地域は、ある程度人口集中性があり、施策実施により

削減効果が見込めるにもかかわらず、自動車依存が強い

ことから、LRT・BRT整備による交通体系改変によっ

て最もCO2削減効果が見込める地域である。 
さらに、幹線輸送機関の新設や改変はそれ単独で行う

だけでは効果が小さかったり、実施が困難となる場合が

あり、補完関係となる施策とのパッケージで実施するこ

とが必要である。そこで、同時実施すべきEST施策パッ

ケージとして提案できる例を表４に示す。 
 

６．おわりに 

 
本稿では、CO2排出の小さい交通体系を地域に応じて

選定する方法論を、新規幹線輸送整備によるCO2削減効

果、および採算性や輸送力と地域特性との関係を明らか

にすることにより提案した。さらに、全国を、都市雇用

圏別に人口関連指標および交通関連指標をもとに4類型

に分け、類型ごとに導入すべき幹線輸送機関を提案した。 
今後は、施策実施による効果と地域特性との関係分析

をさらに進めるとともに、新規路線整備以外の施策につ

いても同様の検討を行う。また、市区町村による具体的

な施策の取り組みに資するため、施策の実施可能性など

についても検討を進め、より効果的・相互補完的でかつ

実現可能な戦略的施策パッケージとその実施のためのロ

ードマップを提案する予定である。 
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図５ 主成分による都市雇用圏中心都市の散布図 

表３ 提案された幹線輸送機関 

（都市雇用圏中心都市DID人口5万人以上） 

路線採算性
SyLC-CO2(LRT)>CO2(鉄

道走行のみ）
ＢＲＴ輸送力限界 ＬＲＴ輸送力限界

（～3,542） （～5,800） （～6,800） （～10,400） （10,400～）

Ⅰ：集中、公
共交通型

千代田区

八戸市、熊谷市、行田市、
小田原市、刈谷市、四日市
市、姫路市、和歌山市、呉
市、下関市、高松市、大牟
田市、久留米市

松山市、高知市、北九州
市、熊本市、鹿児島市

札幌市、仙台市、中央区、
港区、江東区、名古屋市、
京都市、神戸市、広島市、
福岡市、長崎市、那覇市

新宿区、文京区、台東区、
墨田区、品川区、目黒区、
大田区、世田谷区、渋谷
区、中野区、杉並区、豊島
区、北区、荒川区、板橋
区、練馬区、足立区、葛飾
区、江戸川区、大阪市

Ⅱ：分散・公
共交通型

- 弘前市、蒲郡市、佐世保市 - - -

Ⅲ：分散・自
動車依存型

千歳市、宇部市、防府市、
岩国市、大村市、八代市

北見市、岩見沢市、山形市、鶴岡市、酒
田市、福島市、郡山市、いわき市、つくば
市、足利市、小山市、桐生市、伊勢崎
市、太田市、長岡市、木更津市、三条
市、上越市、富山市、高岡市、福井市、
長野市、松本市、西尾市、伊勢市、松阪
市、彦根市、舞鶴市、鳥取市、米子市、
松江市、山口市、徳山市、今治市、新居
浜市、都城市、延岡市

- - -

Ⅳ：集中・自
動車依存型

室蘭市、碧南市

旭川市、釧路市、帯広市、苫
小牧市、石巻市、秋田市、会
津若松市、水戸市、日立市、
宇都宮市、前橋市、高崎市、
甲府市、岐阜市、大垣市、浜
松市、沼津市、富士市、岡崎
市、豊田市、津市、岡山市、徳
島市、佐賀市、大分市、宮崎
市

函館市、青森市、盛岡市、
新潟市、金沢市、静岡市、
豊橋市、安城市、沖縄市

- -

ＤＩＤ人口密度（人/km
2
）

札幌市、仙台市、名古屋市、京都市、

松山市、長崎市、鹿児島市など

東京、大阪市

青森市、新潟市

金沢市、静岡市

など

八戸市、小田原

市、四日市市、

姫路市、下関市、

高松市、弘前市、

蒲郡市など

上越市、富山市

宇都宮市、岐阜

市、浜松市、豊田

市、津市、宮崎市

など

千歳市、宇部市

岩国市、八代市

室蘭市、碧南市

など

都市高速鉄道
（地下鉄・AGT・
モノレール含む）
活用

既存路線活用＋LRT・BRT整備

新規LRT・BRT整備

既存路線活用

既存路線活用＋
LRT・BRT整備

既存路線活用＋
自動車共存

表４ EST施策パッケージ案 

幹線道路の見直し 運賃収受・料金体系の工夫

料金体系・運賃収受の工夫 PTPS

PTPS トランジットモール

運行管理システム導入（BRT） ロードプライシング

パーク＆ライド（LRT） 駐車場抑制

郊外で専用軌道（LRT） パーク＆ライド

郊外専用軌道部の高速化

ロードプライシング

駐車場政策

AGT・モノレールの整備

全域
既
存
路
線
活
用
型
+

B
R
T
整
備

鉄
道
活
用

L
R
T
・
B
R
T
整
備

都心

郊外

都
市
高
速

新
規
L
R
T
・
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